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平成２２年３月亀山市議会定例会に提出する 

議案概要説明書 

 

１ 条例関係（１２件） 

（１）亀山市まちづくり基本条例の制定について 

市が目指すまちづくりの基本理念や、その実現のために

必要な市民・議会・執行機関の役割などについて、共通の

認識をもってまちづくりを進めるために本条例を制定す

るものです。 

本条例の制定により、「一人ひとりが生き生きと輝き、

しあわせに暮らせるまち」を実現することを目指します。 

制定内容は次のとおりです。 

第１章 条例制定の目的や本条例で使用する用語の定義、

他の条例との関係に関して、本条例の位置づけ

を定めます。 

第２章 まちづくりの主体として、市民、議会、執行機

関の権利や責務を定めます。 

第３章 まちづくりの基本原則として、亀山市のまちづ

くりを行う際に誰にも共通する９つの基本原則
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を定めます。 

第４章 本条例に基づくまちづくり推進のための具体的

方法を定めることや、まちづくり基本条例推進

委員会の設置を定めます。 

なお、施行日は、平成２２年４月１日とします。 

（２）亀山市公告式条例の一部改正について 

市の公告式については、掲示場に掲示する方法をとって

いますが、内容まで周知することは困難なことから、公示

情報として、ホームページにそのあらましや問合せ先等を

掲載してお知らせする内容を充実することとし、条例、規

則等の公布のための掲示を簡素化するため、所要の改正を

行うものです。 

改正内容は、本条例において定める１０箇所の掲示場に

ついて、市役所前及び関支所前の２箇所とするよう改める

ものです。 

なお、施行日は、平成２２年１０月１日とし、６箇月間

を周知期間とします。 

（３）亀山市職員給与条例及び亀山市職員の勤務時間、休

暇等に関する条例の一部改正について 
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平成２１年８月の人事院勧告において、超過勤務手当の

支給割合の改定と手当の支給に代えて代休時間を指定で

きる制度の新設に関する勧告が出されたことから、市の一

般職員についても国に準じた取扱いとするため、所要の改

正を行うものです。 

主な改正内容は次のとおりです。 

亀山市職員給与条例において、月６０時間を超えた時間

外勤務に係る時間外勤務手当の支給割合を引き上げ、職員

が時間外勤務代休時間を取得した場合には、支給割合の引

き上げ分に相当する手当は支給することを要しないこと

とします。 

亀山市職員の勤務時間、休暇等に関する条例において、

任命権者は、職員に対し、時間外勤務が月６０時間を超え

た場合の支給割合の引き上げ分に相当する手当の支給に

代えて、正規の勤務時間においても勤務することを要しな

い日又は時間を指定することができることとします。 

また、亀山市職員給与条例の一部改正に伴い、附則にお

いて、亀山市職員の育児休業等に関する条例について、育

児短時間勤務職員に対し、時間外勤務が月６０時間を超え
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た場合で、１日７時間４５分に達するまでの間の勤務につ

いても時間外勤務手当の支給割合を引き上げることとし

ます。 

なお、施行日は、平成２２年４月１日とします。 

（４）亀山市職員退職手当支給条例の一部改正について 

国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律が平成

２１年４月１日に施行され、国家公務員の退職手当につい

て、新たな支給制限及び返納等の制度が設けられました。 

この国家公務員の退職手当の取扱いに準じ、市職員にお

いても同様の規定を設け、これにより職員に対する退職手

当制度の一層の適正化を図り、もって公務に対する市民の

信頼確保に資するため、所要の改正を行うものです。 

主な改正内容は次のとおりです。 

退職した職員が、在職期間中に懲戒免職等処分を受ける

べき行為をしたと認められる場合は、当該退職した職員又

はその遺族等に退職手当の全部又は一部を支給せず、又は

返納させることができることとします。 

また、退職手当の支給制限等の処分について調査審議す

るため、退職手当審査会を置くこととします。 
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なお、施行日は、平成２２年４月１日とし、同日以後の

退職に係る退職手当について適用します。 

（５）亀山市関学校給食センター条例の一部改正について 

亀山市関学校給食センターに設置する亀山市関学校給

食センター運営委員会は、関地区の小学校、中学校及び幼

稚園の献立、給食費についての運営方針を調査審議するこ

ととしていますが、現在、これらの運営方針は、教育委員

会が市域全体で決定していることから、当該運営委員会を

存置する必要がなくなっています。 

よって、当該運営委員会を廃止するため、所要の改正

を行うものです。 

なお、施行日は、平成２２年４月１日とします。 

（６）亀山市関宿伝統的建造物群保存地区資料館条例の一

部改正について 

教育に関する事務のうち文化に関することは、本年４月

の組織・機構改革において、教育委員会の所管から変更し、

市長が管理し、及び執行することとしています。 

現在、教育委員会が管理する亀山市関宿伝統的建造物群

保存地区資料館について、管理主体を市長とし、文化部に
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おいて所管することとするため、所要の改正を行うもので

す。 

なお、施行日は、平成２２年４月１日とします。 

（７）関まちなみ文化センター条例の一部改正について 

教育に関する事務のうち文化に関することは、本年４月

の組織・機構改革において、教育委員会の所管から変更し、

市長が管理し、及び執行することとしています。 

現在、教育委員会が管理する関まちなみ文化センターに

ついて、管理主体を市長とし、文化部において所管するこ

ととするため、所要の改正を行うものです。 

なお、施行日は、平成２２年４月１日とします。 

（８）関宿散策拠点施設条例の一部改正について 

教育に関する事務のうち文化に関することは、本年４月

の組織・機構改革において、教育委員会の所管から変更し、

市長が管理し、及び執行することとしています。 

現在、教育委員会が管理する関宿散策拠点施設について、

管理主体を市長とし、文化部において所管することとする

ため、所要の改正を行うものです。 

  なお、施行日は、平成２２年４月１日とします。 
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（９）鈴鹿峠自然の家条例の一部改正について 

平成２１年度鈴鹿峠自然の家天体観測設備整備事業に

おいて、鈴鹿峠自然の家に天文台を整備しています。 

平成２２年４月１日の供用開始に向けて、天文台の使用

料等について定めるため、所要の改正を行うものです。 

主な改正内容は、天文台の使用時間を午後６時３０分か

ら午後９時３０分までとし、使用料は１人当たり１００円

とします。 

また、小学生未満の天文台とプールの使用料は無料とし

ます。 

  なお、施行日は、平成２２年４月１日とします。 

（１０）亀山市国民健康保険税条例の一部改正について 

高齢者の医療の確保に関する法律施行令の一部改正（平

成２２年２月３日公布・施行）により、後期高齢者医療制

度において、被用者保険被保険者の被扶養者であった者に

対する２年間の保険料軽減措置が、当分の間、継続される

こととなりました。 

国民健康保険においても後期高齢者医療制度と類似し

た保険税の減免措置を実施していることから、被扶養者か
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ら国民健康保険の被保険者となった者に対する保険税の

減免措置が適用される期間を「２年」から「当分の間」に

延長するため、特例規定を附則に加えるものです。 

なお、施行日は、平成２２年４月１日とします。 

（１１）亀山市火災予防条例の一部改正について 

消防庁の「予防行政のあり方に関する検討会」は、平

成２０年１０月に大阪市浪速区の個室ビデオ店において

発生した火災を踏まえて、個室型店舗の防火安全対策に

ついて中間報告を取りまとめました。 

これを受けて、本市においても当該防火安全対策を推

進する必要があることから、カラオケボックス等で、個

室出入口の扉が外開きで通路側に面するものは、扉を開

放しても自動的に閉鎖するよう措置し、避難上、有効に

管理しなければならないこととするため、所要の改正を

行うものです。 

また、特定共同住宅等における必要とされる防火安全

性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令の一

部改正において項ずれが生じたので、本条例で引用して

いる同省令の条項を改めます。 
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なお、施行日は、平成２２年４月１日とし、既存の個室

型店舗又は新築、改築、増築等の工事中の個室型店舗に

ついては、平成２３年３月３１日までの間は、適用しな

いこととし、省令の一部改正に伴う改正規定は、公布の

日から施行します。 

（１２）亀山市教育研究所条例の廃止について 

市における教育の充実及び振興を図るため、亀山市教育

研究所を平成９年度に設置し、現在は教育委員会の学校教

育室の所管として位置付けています。 

本年４月の市の組織・機構改革にあわせて、さらなる教

育の充実を図るために教育研究室を新たに設置すること

に伴い、教育研究所を廃止するため、本条例を廃止するも

のです。 

なお、施行日は、平成２２年４月１日とします。 

 

２ 補正予算関係（７件） 

（１）平成２１年度亀山市一般会計補正予算（第６号）に

ついて 

（２）平成２１年度亀山市一般会計補正予算（第７号）に
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ついて 

（３）平成２１年度後期高齢者医療事業特別会計補正予算

（第２号）について 

（４）平成２１年度亀山市農業集落排水事業特別会計補正

予算（第２号）について 

（５）平成２１年度亀山市公共下水道事業特別会計補正予

算（第２号）について 

（６）平成２１年度亀山市水道事業会計補正予算（第２号）

について 

（７）平成２１年度亀山市病院事業会計補正予算（第３号）

について 

以上、各会計の補正予算について、地方自治法第９６条

第１項第２号の規定により議会の議決を求めるものです。 

各会計の補正予算の概要は、別紙資料のとおりです。 

 

３ 新年度予算関係（１０件） 

（１）平成２２年度亀山市一般会計予算について 

（２）平成２２年度亀山市国民健康保険事業特別会計予算

について 
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（３）平成２２年度亀山市老人保健事業特別会計予算につ

いて 

（４）平成２２年度亀山市後期高齢者医療事業特別会計予

算について 

（５）平成２２年度亀山市農業集落排水事業特別会計予算

について 

（６）平成２２年度亀山市公共下水道事業特別会計予算に

ついて 

（７）平成２２年度亀山市水道事業会計予算について 

（８）平成２２年度亀山市工業用水道事業会計予算につい

て 

（９）平成２２年度亀山市病院事業会計予算について 

（１０）平成２２年度亀山市国民宿舎事業会計予算につい

て 

以上、各会計の平成２２年度当初予算について、地方自

治法第９６条第１項第２号の規定により議会の議決を求

めるものです。 
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４ その他（５件） 

（１）市道路線の認定について 

下庄３１号線のほか、太岡寺町、白木町、田村町におけ

る開発道路３路線の新規路線認定について、道路法第８条

第２項の規定により議会の議決を求めるものです。 

なお、当該道路の位置図は、別紙のとおりです。 

（２）専決処分の報告について 

市内加太梶ヶ坂地内において発生した敷鉄板盗難事件

に伴う損害賠償の額を定めることについて、１月１２日に

地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分した

ので、同条第２項の規定により報告するものです。 

（３）専決処分の報告について 

市営住山住宅に係る建物明渡し請求及び滞納家賃請求

の訴えの提起について、１月２８日に地方自治法第１８０

条第１項の規定により専決処分したので、同条第２項の規

定により報告するものです。 

（４）専決処分の報告について 

市営住山住宅に係る建物明渡し請求及び滞納家賃請求

の訴えの提起について、１月２８日に地方自治法第１８０
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条第１項の規定により専決処分したので、同条第２項の規

定により報告するものです。 

（５）専決処分の報告について 

市営和田住宅に係る建物明渡し請求及び滞納家賃請求

の訴えの提起について、１月２８日に地方自治法第１８０

条第１項の規定により専決処分したので、同条第２項の規

定により報告するものです。 

 

５ 提出予定議案（２件） 

（１）人事関係 

  人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めること

について 



　◆歳入歳出予算 （単位：千円）

　◆補正内容
○ 一般会計（第６号）

歳入

　　国庫支出金 子ども手当事務費交付金 ６，２４８ 千円

歳出

　 民生費 子ども手当管理費システム導入委託料 ６，２４８ 千円

補 正 前

21,761,456一 般 会 計

平成２１年度　補正予算（３月定例会）総括表

21,767,704

補 正 後補 正 額

6,248（第6号）

会 計



歳出

　◆歳入歳出予算 （単位：千円） 地域活性化・きめ細かな臨時交付金 ９０，２００

　総務費 木造住宅補強事業 △３９，３７３

障害者自立支援事業（介護給付費） ２５，６５６

福祉医療費助成事業給付事業（無料化含む １７，０００

　衛生費 新型インフルエンザ予防接種費助成事業 △１４，０５７

溶融処理施設管理費 △８６，０００

旧焼却炉解体事業 △３０，０００

　農林水産業費 農業集落排水事業繰出金 △１３，６７８

　土木費 市単公園整備事業 △１７，０００

和賀白川線整備事業（合併特例事業） △６７，９２７

公共下水道事業繰出金 △３５，２５４

　教育費 施設整備費（小学校） △１３，０００

文化会館大規模改修事業 △７，５００

○後期高齢者医療事業特別会計
　◆主な補正内容 保険料 △１６，５５２

○ 一般会計（第７号） （千円） 後期高齢者医療広域連合納付金 △２３，１９２

歳入

　　国庫支出金 地域活性化・公共投資臨時交付金 １２５，９８２ ○農業集落排水事業特別会計
地域活性化・きめ細かな臨時交付金 ６４，８７０ 農業集落排水事業県補助金 ５５，０００

障害者自立支援給付費負担金 ９，２１２ 昼生地区整備事業施設整備事業 ９８，４１０

循環型社会形成推進交付金 △１０，０００

学校改築事業費負担金 １１，９８１ ○公共下水道事業特別会計
　　県支出金 中学校改築事業交付金 ４４，６８６ 施設整備事業 △１９，４４５

　　財産収入 個人県民税徴収取扱費委託金 ２０，４５０

　　市債 不動産売払収入 １２，１５５ ○水道事業会計
和賀白川線整備事業債（合併特例債） △６４，５００ 建設改良費 △６６，０００

亀山中学校改築事業債 △２９，０００

関中学校改築事業債（合併特例債） △２３，３００ ○病院事業会計
入院収益 △６５，４００

診療材料費 △４７，２００

補 正 前

21,767,704一 般 会 計

後 期 高 齢 者 医 療
事 業 特 別 会 計

（第2号）

598,389506,940

△ 24,092 690,773714,865

平成２１年度　補正予算（３月定例会）総括表

（第2号）

21,848,817

補 正 後補 正 額

81,113

農業集落排水事業
特 別 会 計

（第7号）

91,449

会 計

1,454,824

水 道 事 業 会 計 （第2号） 1,819,365 △ 29,516 1,789,849

公 共 下 水 道 事 業
特 別 会 計

（第2号） 1,483,910 △ 29,086

1,673,506病 院 事 業 会 計 （第3号） 1,738,306 △ 64,800



○繰越明許費

　追加 （単位：千円）

8 2

4

10 2

3

4

5

6

　変更 （単位：千円）

8 2

10 5

1 2

○債務負担行為 （単位：千円）

下水道室農業集落排水 昼生地区施設整備事業

和賀白川線整備事業

43,200 153,200

道路橋梁費
一 般 会 計

事業費 建設改良費

補 正 前

46,911 まちづくり整備室

教育費 社会教育費 亀山城周辺整備保存事業 88,730 92,730 まちなみ・文化財室

土木費

会 計 款 項 事 業 名

一 般 会 計

補 正 後 所 管

2,115

53,813 まちづくり保全室

25,421 広報秘書室

健康推進室

2,835 議事調査室

一 般 会 計

学校教育室

行政情報提供機器賃借料 H22-H27 30,429

小学校パソコンリース料 H22-H26 27,825 22,427

議会映像インターネット配信業務委託料 H22-H25 5,938

道路台帳整備委託料 H22 67,000

食育推進・健康増進計画策定委託料 H22 2,835

会 計 事 項 期 間
限 度 額

所 管
補 正 前 補 正 後

学校教育室

まちなみ・文化財室

教育総務室

学校教育室

学校教育室

スポーツ振興室

21,600

社会教育費 伝統的建造物群保存修理修景事業 6,000

学校ＩＣＴ環境整備事業 34,540

亀山公園トイレ整備事業 10,000 まちづくり推進室

教育費 小学校費 施設改修事業 20,700 教育総務室

金 額 所 管

土木費 道路橋梁費 市ヶ坂江ヶ室線整備事業 39,165 まちづくり整備室

会 計 款 項 事 業 名

まちづくり整備室

市単道路整備事業 5,991 まちづくり整備室

野村布気線整備事業 29,343

椿世道線整備事業 36,575 まちづくり整備室

まちづくり整備室

道路維持修繕事業 41,000 まちづくり保全室

耐震化補強事業 120,940

まちづくり推進室都市計画費 公園再整備事業 8,590

学校ＩＣＴ環境整備事業 13,460

中学校費 施設改修事業 9,000

保健体育費 学校開放施設改修事業 9,500

幼稚園費 学校ＩＣＴ環境整備事業 474



 

全体位置図 
下白木１０号線 

（認定） 

太岡寺１７号線 

（認定）

田村２０号線  

（認定） 

下庄３１号線  

（認定）




